
作 業

栽培管理ノウハウ 作業ノウハウ

○ ロボット技術等による

・ 無人機械（ロボットトラクター、収穫ロボットなど）

・ 作業者の能力向上

・ 労力軽減機械（アシストスーツなど）

○ センサーデータ（施設・機械・ドローンなど）とビッグ
データ解析（気象データ、生育データ、市況データなど）
により、最適の栽培管理（水管理・収穫時期など）を決定。

○ ＡＩ等により、熟練農業者のノウハウを形式知化。

最先端技術をフル活用した
「スマート農業」

（パソコン・スマホを活用したデータ重視型の農業）

施設内データに基づく
最適な

かん水・施肥作業

AI

無人化作業体系

熟練農業者の技術・判断を
アイカメラ等で記録し、解析

熟練農業者が摘果した果実

熟練
農業者

新規
就農者

学習支援モデルを作成し、新規

就農者等の学習、指導に活用

ＡＩ等による
形式知化

対価

機械に
組み込む

ＩＣＴで機械に作業指示

スマート農業①：技術革新による農業の将来イメージ

容易に
ノウハウ習得

ロボットによる作
業のサポート

○ ロボットにより、人の作業を省力化。

トラクター・軽トラック等の機械作業
の間に繰り返される重量野菜の収穫や

コンテナ移動等の腰への負担を軽減
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スマート農業②：スマート農業実現のための先端技術の開発・実装

〇 現場ニーズを踏まえ、ＡＩ、ＩｏＴ、ドローン等の先端技術を用いた研究開発から体系的な一気

通貫の技術実証、速やかな現場への普及まで総合的に推進。

研究開発 技術実証 現場への普及

耕起・整地 移植 管理 収穫

自動走行トラクター 自動運転田植機 ほ場水管理システム
ドローンを活用した

適期収穫

高速局所施肥機 セル成形苗移植機 ドローンを活用した
生育・病害虫モニタリング

重量野菜の自動収穫機

露
地
野
菜

水
田
作

要素技術を生産から出荷まで体系的に組み立てて
一気通貫で現場実証
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スマート農業③：スマート農業を支える農業データ連携基盤の構築と更なる展開

○ 2025年までに、ほぼすべての担い手がデータを駆使した革新的農業を実践
○ スマートフードチェーンシステムを国内外に展開

生産 加工・流通・消費への拡張（イメージ）

《 スマートフードチェーンシステム 》

データ連携・共有・提供機能を有するデータプラット
フォーム（農業データ連携基盤）を構築・本格運用

○ データを駆使した農業生産に役立つ我が国初の「農業データ連携基盤」を構築（2017年12月にプロト
タイプの稼働を開始、2019年度から本格運用）。

○ 今後は、農業データ連携基盤を生産のみならず加工・ 流通・ 消費にまで拡張した「スマートフード
チェーンシステム」を構築し、国内外へ展開・普及拡大。

農業データ連携基盤の機能強化・拡張

＜拡張が期待される技術・システム＞
○流通最適化を可能とするビッグデータの構築
○AIを活用した生産と需要のマッチング技術
○ニーズに対応した価格、量、品質、信頼性を担保した農林水産物が供給できる
ICTプラットフォーム

民間企業 官公庁

製造・加工業者

ICTベンダー ICTベンダー

流通業者

加工・流通データ 販売・市況・消費データ

農業データ連携基盤

土壌 農地
地図
ＡＰＩ

土壌
ＡＰＩ

生育予測
ＡＰＩ

統計
ＡＰＩ

民間企業 農研機構 官公庁

センサ
ＡＰＩ

農業者

農機メーカー 農機メーカー ICTベンダー ICTベンダー

輸出関連データ

民間企業
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農林水産分野におけるＴＰＰ対策

ＴＰＰ合意内容

＜米＞

・国家貿易制度や枠外税率

などの現行制度を維持

＜牛肉・豚肉＞

・関税撤廃を回避し、長期の関税削減期間を確保

・万が一輸入が急増した時のためにセーフガードを措置

・豚肉の差額関税制度及び分岐点価格という重要な仕組みを確保

経営安定対策（経営安定・安定供給のための備え）※

○次世代を担う経営感覚に優れた担い手の育成

・担い手の農業用機械・施設の導入を支援

・農地の大区画化や排水対策と省力化のための整備を一体的に推進

・中山間地域における水田の畑地化等の基盤整備、生産・販売等の施設整備等を総合的に支援

○国際競争力のある産地イノベーションの促進

・高収益な作物・栽培体系への転換を図るための取組を総合的に支援

・水田の畑地化、畑地・樹園地の高機能化等の基盤整備を推進

○畜産・酪農収益力強化総合プロジェクトの推進

・地域の収益性向上等に必要な機械導入、施設整備、家畜導入を支援

・収穫作業等の受託や大型機械化体系に対応した草地整備を推進

・和牛受精卵・性判別精液の活用、種豚の生産性向上に資する施設の導入等を支援

○高品質な我が国農林水産物の輸出等需要フロンティアの開拓

・ＴＰＰ参加国でのＰＲ強化による需要拡大、きめ細かく各品目の輸出の課題に対応するための品目別対策

・輸出の拡大に必要な食肉処理施設等の産地基幹施設やコールドチェーン対応卸売市場施設等の整備を支援 等

＜牛肉・豚肉＞
・牛・豚マルキンの法制化と補填
率の引き上げ（８割→９割）

＜乳製品＞
・液状乳製品を対象に追加し補給金単価を一本化し
た補給金制度について、単価を適切に見直し

＜乳製品＞
・ バター・脱脂粉乳の国家貿易制度・枠外

税率維持
・ チーズ・ホエイについて長期の関税撤廃

期間を確保

体質強化対策（強い農林水産業の構築）

＜米＞
・国別枠の輸入量に相当する国産米を
政府が備蓄米として買い入れ

＜参考：ＴＰＰ等対策予算＞

ＴＰＰ交渉においては、重要５品目を中心に関税撤廃等の例外を確保し、関税割当やセーフガード等の措置を獲得

農林漁業者の不安を受け止め、
安心して再生産に取り組めるよう、万全の対策を実施

※経営安定対策については、協定の発効に併せて実施

総
合
的
な
Ｔ
Ｐ
Ｐ
等
関
連
政
策
大
綱

（平
成
29
年
11
月
24
日
改
訂
）

平成29年補正予算
3,170億円

（平成27年補正予算3,122億円
平成28年補正予算3,453億円）
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